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Press Release 
平成 21 年７月８日 

日本公認会計士協会 

 

 
 

一般財団法人会計教育研修機構の設立について 

 

平成 21 年７月６日に、添付の設立趣意書の趣旨に則り、公認会計士業界が中心とな

り、経済界、学界及び関係各界の協力を得て、会計実務に携わる人材の育成について主

体的な役割を担う一般財団法人会計教育研修機構（理事長：増田宏一）が設立されまし

た。 

 

定款に記載された一般財団法人会計教育研修機構の目的は、以下のとおりです。 

・ 当法人は、公認会計士、公認会計士試験合格者、会計実務に携わる者をはじめ、

広く会計及び監査に関心を有する者の教育研修に関するニーズを的確に把握し、

教材の開発及び教育研修の実施により、これらの者の会計及び監査に関する専門

的知識、専門的技能並びに職業倫理の向上を実現し、もって会計及び監査の判断

を的確に行える人材の育成に寄与することを目的とする。 

 

同機構では、定款に記載した以下の事業を実施することを予定しております。 

・ 公認会計士試験合格者のための実務補習 

・ 公認会計士のための継続的専門研修 

・ 会計及び監査実務に携わる者のための各種の教育研修 

・ 会計及び監査に関する教育研修教材の開発とその提供 

・ 会計及び監査に関する教育研修の調査研究 

・ その他、上述の目的を達成するに必要な事業 

 

 同機構の評議員、理事、監事は別紙のとおりです。 

以 上
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一般財団法人会計教育研修機構設立趣意書 
 

会計は、企業をはじめとする経済主体が営む経済活動及びこれに関連する経済的事象を

測定し、記録し、かつ、伝達する行為であり、経済社会のインフラストラクチャーとして

重要な役割を果たしています。 

 近年、企業活動は、経済のグローバル化、情報の高度化や技術革新が一段と進展する中

で、ますます複雑化しつつあります。このような状況の下、我が国においても、会計基準

の国際的な統一化の流れの中で国際財務報告基準（IFRS）適用の具体的な検討が開始され、

また、企業業績等に係る情報開示の適時性や財務報告の信頼性を向上させるための取組み

が行われるなど、企業における会計実務の多様化が進んできております。 

一方、公的部門や民間の非営利部門においても、財務情報等のディスクロージャーの充

実が以前よりも強く求められるようになってまいりました。 

 こうした環境の中で、企業等の財務情報の信頼性を確保することを社会的使命とする公

認会計士の育成及び会計の業務を担う実務家の専門能力の向上は、我が国経済社会の基盤

を支える意味からも重要な課題であり、会計及び監査に関する体系的な教育研修体制の整

備が急務であります。私どもは、公認会計士、公認会計士試験合格者及び会計実務家等に

対する体系的な教育研修を実現する方策を探ってまいりました。 

 その結果、私どもはここに、公認会計士業界が中心となり、経済界、学界及び関係各界

の協力を得て、会計実務に携わる人材の育成について主体的な役割を担う会計教育研修機

構を設立することといたしました。会計教育研修機構は、公認会計士、公認会計士試験合

格者、会計実務に携わる者をはじめ、広く会計及び監査に関心を有する者の教育研修に関

するニーズを的確に把握し、教材の開発及び教育研修の実施により、これらの者の会計及

び監査に関する専門的知識、専門的技能並びに職業倫理の向上を実現し、もって会計及び

監査の判断を的確に行える人材の育成に寄与することを目指します。 

 私どもは、国際的にも質の高い人材の育成を通じて、我が国における経済社会の発展に

貢献してまいる所存であります。 

（設立準備委員会委員一同） 
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一般財団法人会計教育研修機構 評議員・理事・監事 

 

（五十音順、敬称略）  

○ 評議員（５名） 

・ 斉 藤   惇（株式会社東京証券取引所 取締役兼代表執行役社長） 

・ 斎 藤 静 樹（明治学院大学 教授） 

・ 関   哲 夫（社団法人日本監査役協会 前会長） 

・ 萩 原 敏 孝（財団法人財務会計基準機構 理事長） 

・ 藤 沼 亜 起（日本公認会計士協会 相談役） 

 

○ 理 事（17 名） 

・ 梶 川   融（太陽ＡＳＧ有限責任監査法人 統括代表社員） 

・ 加 藤 義 孝（新日本有限責任監査法人 理事長） 

・ 木 下 俊 男（日本公認会計士協会 専務理事） 

・ 黒 田 克 司（日本公認会計士協会 副会長） 

・ 佐 藤 正 典（あずさ監査法人 理事長） 

・ 佐 藤 良 二（有限責任監査法人トーマツ 包括代表） 

・ 澤 田 眞 史（日本公認会計士協会 副会長） 

・ 島 崎 憲 明（社団法人日本経済団体連合会 企業会計部会長） 

・ 杉 田   純（三優監査法人 統括代表社員） 

・ 鈴 木 行 生（社団法人日本証券アナリスト協会 会長） 

・ 築 舘 勝 利（社団法人日本監査役協会 会長） 

・ 初 川 浩 司（あらた監査法人 代表執行役） 

・ 八 田 進 二（日本監査研究学会 会長） 

・ 福 田 光 博（東陽監査法人 理事長） 

・ 増 田 宏 一（日本公認会計士協会 会長） 

・ 松 永 幸 廣（京都監査法人 マネージング・パートナー） 

・ 吉 村 貞 彦（公認会計士） 

 

○ 監事（２名） 

・ 中 村   清（社団法人日本内部監査協会 前会長） 

・ 野 村  健太郎（愛知工業大学 教授） 

以 上 

 


